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用語の定義 

 

 

用語の定義 

 

本計画で使用する用語は、「都市再生安全確保計画 作成の手引き」（内閣官房、

国土交通省）に準拠する。 

 

分類 用  語 定  義 

行動 

避難 大規模災害時に、身に迫った危険を避けるため、安

全な場所に移動すること 

退避 大規模災害時に、安全が確認されるまでの間、一時

的に安全な場所に移動すること 

ひと 

滞在者 地域内に就業、通学の目的で滞在する者 

従業者 滞在者のうち、就業を目的とした者 

通学者 滞在者のうち、就学を目的とした者 

居住者 その地域で居住している者 

来訪者 地域内にいる滞在者、居住者以外の者 

帰宅困難者 自宅までの距離が遠く、徒歩による帰宅が困難な人

施設 

避難場所 

(広域避難場所) 

大震災時に発生する延焼火災やその他の危険から、

避難者の生命を保護するために、必要な面積を有す

る大規模公園、緑地、耐火建築物地域等のオープン

スペースをいい、東京都が指定している場所 

退避施設 

（一時滞在施設） 

帰宅困難者を数日間受け入れるための施設 

一時退避場所 大規模災害時に、施設の安全性が確認され当該施設

に戻るまでの間、施設の滞在者が一時的に退避する

ための場所 

 

【補足１】居住者および滞在者、来訪者の考え方 

 

居住者 

滞在者 

来訪者 

従業者 

通学者 
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１． エリア防災計画について 

（１） 背景 

東日本大震災では大都市のターミナル駅周辺において、多くの滞留者や帰宅困難者

が発生し大きな混乱が生じた。また、首都直下地震等の大規模な地震が発生した場合

において、建築物の損壊や交通機関のマヒなどにより、甚大な人的、物的被害が想定

される。 

「品川区地域防災計画（平成24年度修正）」では、首都直下地震（東京湾北部地震

Ｍ7.3）により、品川区において480,501人の滞留者、179,084人の帰宅困難者が発生

すると想定し、帰宅困難者対策として「行政機関だけではなく事業者、学校、地域な

ど社会全体で連携し取り組みを進めることにより、駅周辺をはじめとした混乱の防止

や帰宅困難者の安全な帰宅を実現する。」こととしている。 

また「目黒区地域防災計画（平成26年度修正）」では、首都直下地震（東京湾北部

地震Ｍ7.3）により、目黒区において241,932人の滞留者、78,206人の帰宅困難者が発

生すると想定し、「駅周辺の事業者や学校等が行政と連携して、混乱防止を図ります。」

としている。 

目黒駅は、ＪＲと東急目黒線・東京メトロ南北線・都営地下鉄三田線が乗り入れる

ターミナル駅となっており、首都直下地震のような大規模な災害に見舞われた場合に

は、目黒駅周辺で多数の帰宅困難者の発生が予想される。そのため、目黒駅周辺の事

業者・団体が「自助・共助」の理念に基づき、駅周辺の混乱抑制に取り組むことを目

的に「目黒駅周辺帰宅困難者対策協議会」が平成25年5月に設置された。本協議会で

は、設立以来、駅周辺の事業者・団体を中心に大規模地震発生時における駅周辺の混

乱防止に向けた滞留者支援ルール作りや訓練に取り組んできた。 

一方国では、人口や都市機能が集積する地域において、大規模な地震が発生した場

合における滞留者等の安全確保を図るため、1日あたりの乗降客数が30万人以上の主

要駅周辺において、都市再生安全確保計画に準じた「エリア防災計画」の策定を推進

している。目黒駅は、1日あたりの乗降客数が約62万人のため、計画策定の対象とな

る。 

そのため、目黒駅周辺地域における帰宅困難者対策にかかる取り組みの更なる発展

を目指すとともに、地域内の安全確保を目的としてエリア防災計画を策定することと

した。 

 

（２） 意義 

目黒駅周辺地域は、多くの商業施設や集客施設、事業所が集積していることから、

本計画を策定し運用することで、大規模災害発生時の人的、物的被害や避難等に伴う

混乱を最小限に抑え、地域の安全確保と早期回復を可能にする。 
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（３） 目標 

東日本大震災では、目黒駅周辺地域においても、多くの滞留者が発生し、周辺道路

には徒歩帰宅者が発生したが、大規模な建物倒壊や延焼火災などの被害は発生しなか

った。しかし、今後発生するおそれのある首都直下地震においては、駅周辺の混乱と

ともに揺れや火災による人的、物的被害が予想される。 

そのため、本計画では「安全確保」と「混乱の防止」を目標として設定する。 

 

目標１ 安全確保 

災害時において、滞在者や来訪者等の安全を確保できる場所とそこにいたるまでの

ルートを確保し、より安全に退避できるようにする。 

 

目標２ 混乱の防止 

交通機関が停止した場合は、むやみに移動を開始しない行動を徹底することで滞留

者の発生を抑制する。また、行き場のない滞留者については、救命救助活動の妨げに

ならないよう一時滞在施設に案内し、3日間程度留め置くこととする。 

 

（４） 作成および変更 

本計画は、「目黒駅周辺帰宅困難者対策協議会」が作成する。また、定期的に効果

の検証を実施し、再開発やインフラ整備等による地域の状況変化に応じて、適宜見直

しを行い、協議会の承認により内容を変更する。 

なお、協議会の構成は、図表1のとおりである。 
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図表 1 目黒駅周辺帰宅困難者対策協議会 構成員名簿 

 事業者・団体名 備考 

商店街 

目黒駅前商店街振興組合 副会長 

権之助坂商店街振興組合 副会長 

大鳥前商栄会  

鉄道事業

者等 

東京急行電鉄株式会社 幹事 

東日本旅客鉄道株式会社 幹事 

東急バス株式会社  

企業・集客

施設等 

株式会社アトレ アトレ目黒店 幹事 

株式会社東急コミュニティー  

株式会社目黒雅叙園 幹事 

ホテルプリンセスガーデン  

ホーチキ株式会社  

光村図書出版株式会社  

株式会社ホリプロ  

伊藤ハム株式会社 幹事 

大日本印刷株式会社  

森トラスト・ビルマネジメント株式会社アルコタワー目黒雅叙園  

株式会社香港園  

東京商工会議所 品川支部  

東京商工会議所 目黒支部  

三菱東京UFJ銀行 目黒支店 兼 目黒駅前支店 兼 白金支店  

三井住友銀行 目黒支店  

教育施設 

学校法人 日本書道専門学校 会長 

学校法人 杉野学園 副会長 

学校法人 日出学園  

防災関係

機関 

警視庁大崎警察署  

警視庁目黒警察署  

東京消防庁品川消防署  

東京消防庁目黒消防署  

品川区防災まちづくり部防災課  

目黒区危機管理室防災課  

港区防災危機管理室防災課 オブザーバー 

東京都総務局総合防災部 オブザーバー 

東京消防庁防災部震災対策課 オブザーバー 

国土交通省関東地方整備局建政部都市整備課 オブザーバー 
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イ 目黒駅周辺の滞留者数および帰宅困難者数 

図表14のフローに基づき目黒駅周辺の滞留者数および帰宅困難者数を推計し

た結果は、以下のとおりである。 

 

 a. 目黒駅周辺の滞留者数および帰宅困難者数 

目黒駅周辺地域全体の滞留者数は約22,000人、帰宅困難者数は約14,000人

と推計される。 

 

図表 15 目黒駅周辺地域における滞留者数および帰宅困難者数 

 

屋内滞留者 

（業務） 

避難者 

屋外滞留者 

滞留場所 

不明人口 

待機人口

避難者 

東京都市 

圏外来訪者
鉄道利用者 

将来開発 

集客数 

（広域） 

将来開発 

集客数 

（近隣） 

合計 

品
川
区

滞留者 2,348 2,661 927 1,544 8,266  625 16,371

帰宅困難者 ― 2,661 ― 1,544 7,104   11,309

目
黒
区 

滞留者 2,240 1,747 1,629 461   6,077

帰宅困難者 ― 1,747 ― 461   2,208

計 

滞留者 4,588 4,408 2,556 2,005 8,266  625 22,448

帰宅困難者 ― 4,408 ― 2,005 7,104   13,517
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 b. 町丁目別滞留者数および帰宅困難者数 

町丁目別の滞留者数および帰宅困難者数は、以下のとおりである。なお、

鉄道利用者は上大崎２丁目と上大崎３丁目に加算した12。また、白金台５丁目

は、本計画では広域避難場所を退避場所としてのみ検討に含めるため、滞留

者等の推計は行わない。 

 

図表 16 町丁目別滞留者数および帰宅困難者数 

 
屋内滞留者 
（業務） 
避難者 

屋外滞留者 
滞留場所 
不明人口 

待機人口

避難者 

東京都市

圏外 
来訪者 

鉄道利用者 
将来開発

集客数 
（広域）

将来開発 
集客数 
（近隣） 

合計※

上大崎１ 
150 297 340 173   960

― 297 ― 173   470

上大崎２ 
1,287 1,163 192 674 6,392   9,708

― 1,163 ― 674 5,384   7,221

上大崎３ 
672 751 322 436 1,874  625 4,680

― 751 ― 436 1,720  ― 2,907

上大崎４ 
239 450 73 261   1,023

― 450 ― 261   711

目黒１ 
419 498 433 131   1,481

― 498 ― 131   629

目黒２ 
206 257 291 68   822

― 257 ― 68   325

下目黒１ 
1,094 547 88 145   1,874

― 547 ― 145   692

下目黒２ 
521 445 817 117   1,900

― 445 ― 117   562

白金台５ 
― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ―

合計 
4,588 4,408 2,556 2,005 8,266  625 22,448

― 4,408 ― 2,005 7,104  ― 13,517

※合計欄の上段は滞留者数（屋内滞留者～将来開発集客数（近隣）までの合計）、下段は帰宅困難者数（滞留

者数から、屋内滞留者、待機人口避難者、将来開発集客数（近隣）を除く） 
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 c. 来訪者数 

災害発生時に調査対象地域を訪れている買い物客や観光客等の来訪者数の把握

については、以下の統計を利用した。 

東京都市圏内からの流入者については、最新の第5回平成20年東京都市圏パーソ

ントリップ調査（調査時期：平成20年（2008年）10月～11月）を利用した。 

東京都市圏外からの流入者については、首相官邸「まち・ひと・しごと創生本

部」による「地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）」（平成27年4月21日より供用

開始）16の情報を利用した。 

 

【東京都市圏内からの流入者について】 

平成20年東京都市圏パーソントリップ（ＰＴ）調査17における、目黒駅周辺

地域の着目的別集中量は以下のとおりである。ＰＴ調査ゾーンのうち目黒駅周

辺地域の対象町丁目分の集中量を抽出するため、ゾーン全体の集中量を昼間人

口比率で按分した。集中量のうち、着目的が「Ａ自宅－私事」、「Ｂ私事」、

「Ｃ不明」を流入者とした。なお、集中量の集計にあたって、代表交通手段が

「徒歩・自転車」のものは、ゾーン内移動（＝流入者ではない）と考え除外し

ている。 

 

図表 21 目黒駅周辺地域における流入者数の整理 

ＰＴ 

調査 

ゾーン 

町丁目 

着目的： 目的種類別集中量（人 T.E/日） 

   A   B C  A+B+C 

自宅－ 

勤務 

自宅－

通学 

自宅－

業務 

自宅－

私事 
帰宅 

勤務・

業務 
私事 不明 計 

流入者

計 

目黒駅周辺地域 

01200
 

(一部) 

上大崎1～4 
13,066 1,040 894 2,108 4,209 3,889 3,647 403 29,256 6,158

0110 

(一部) 

目黒1～2 

下目黒1～2 
8,442 942 691 1,771 9,133 2,264 2,057 520 25,820 4,348 

目黒駅周辺地域計 21,508 1,982 1,585 3,879 13,342 6,153 5,704 923 55,076 10,506 

品川区計 271,353 24,477 18,468 34,905 179,777 74,857 64,111 9,773 677,721 108,789

目黒区計 82,821 28,621 9,676 36,160 140,751 27,032 44,923 7,041 377,025 88,124

 

以上より、目黒駅周辺地域における流入者の推計値は、計10,506人である。

また、品川区全体に占める目黒駅周辺地域の流入者の割合は、 

6,158÷108,789＝約5.6605％、 

目黒区全体に占める目黒駅周辺地域の流入者の割合は、 

4,348÷88,124＝約4.9340％である 
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 d. まとめ 

目黒駅周辺地域における滞在人口の特性について、以下のとおり整理した。 

 

【昼間人口、夜間人口の比較】 

・昼間人口：43,032人（対象地域内） 

・夜間人口：23,770人（対象地域内） 

⇒昼間人口は、駅北側の上大崎２丁目が最も多い。 

⇒夜間人口は、町丁目ごとにばらつきが見られ、特に、上大崎４丁目や下

目黒１丁目では、昼間人口との差が大きい。 

⇒避難所は区民を対象としており、夜間人口をベースに計画が設定されて

いる。 

⇒夜間より日中に発災した場合、多くの滞留者や帰宅困難者が行き場を失

うことが想定されるため、昼間人口が集中する駅周辺での対策が特に必要

と考えられる。 

 

【従業人口の分布】 

・従業人口：29,066人（対象地域内） 

⇒駅北側の上大崎２丁目、駅西側の下目黒１丁目に従業人口が集中してい

る。 

⇒これらの従業人口が滞留者、帰宅困難者とならないよう、事業所による

自助および共助の取り組みが求められる。 

 

【来訪者数の推計】 

・東京都市圏内からの流入者数：約10,506人（対象地域内、推計） 

・東京都市圏外からの流入者数：約2,005人（対象地域内、推計） 

⇒東京都市圏内の流入者数は、品川区全体の約5.7％、目黒区分は目黒区全

体の約4.9％と推計された。 

⇒駅出口のある品川区側で滞留者が多く発生することが予想される。 
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・マンションや民間特定建築物など多数の人が利用する施設では耐震化が進んでい

るが、住宅の耐震化の現状は6割程度である。 

 

図表 34 耐震化率の現状と目標（目黒区）25 

建築物の種類 

耐震化率 

現状 

平成24年 

目標 

平成32年 

住 宅（戸数） 76.8％ 95.0％ 

民間特定建築物（棟数） 75.9％ 95.0％ 

防災上重要な区有建築物（施設数） 98.8％ 100.0％ 

 

・住宅や民間特定建築物では8割弱の耐震化率であり、防災上重要な区有建築物は 

1施設を除き耐震化が進んでいる。 

 

 

  



２．現況および課題の把握 

34 

 c. 地域危険度測定調査 

地震時における地域内の建築物の危険度については、東京都が東京都震災対

策条例に基づき、概ね5年ごとに公表しており、平成25年9月（第7回）に公表し

たものが最新版である。 

この地域危険度測定調査において、災害時の避難や消火、救援活動のしやす

さ（困難さ）を加味するため、「災害時活動困難度」（災害時の活動を支える

道路等の基盤状況を評価する指標）を考慮した「総合危険度」が町丁目別に公

開されている。 

目黒駅周辺地域の危険度は、以下のとおりである。 

 

図表 35 町丁目別地域危険度26 

町丁目名 
地盤分類 

 

建物倒壊 

危険度 

火災 

危険度 

総合 

危険度 

災害時活動困難度を考慮した危険度
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上大崎１丁目 台地２ 2 1709 2 1418 2 1556 3 959 3 1000 3 932

上大崎２丁目 台地２ 1 3692 1 3575 1 3693 1 3638 1 3492 1 3623

上大崎３丁目 台地２ 1 3049 2 2357 2 2721 2 2482 2 1919 2 2200

上大崎４丁目 台地２ 1 3906 1 3752 1 3885 2 2718 1 3126 1 2949

下目黒１丁目 台地２ 1 4165 1 4209 1 4247 1 3822 1 3999 1 3942

下目黒２丁目 谷底低地２ 2 1576 3 785 3 1130 2 1695 3 914 2 1242

目黒１丁目 谷底低地２ 2 1812 3 912 2 1330 2 1374 3 818 3 1032

目黒２丁目 谷底低地２ 1 3248 2 2246 2 2769 1 3467 2 2282 1 2902

白金台５丁目 台地２ 1 3143 1 4029 1 3630 2 2476 1 3786 1 3158
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 d. まとめ 

目黒駅周辺地域における建築物に係る地域特性は、以下のとおりである。 

 

【建物用途】 

・駅周辺および目黒通り沿いに商業・業務施設が立地し、周辺部は住宅が中

心となっている。大規模な宿泊施設や教育文化施設の立地が特徴的である。 

・駅周辺に大規模な集客施設の立地は少ないため、各施設で一斉帰宅の抑制や

従業員の安全確保などの取り組みを行うことが、混乱防止の第一歩となる。 

 

【建物構造】 

・滞留者が多く発生する駅周辺は不燃化が進んでいるが、駅から少し離れた住

宅地では防火構造の建物が密集するエリアも見受けられる。 

・滞留者の避難誘導と合わせて、住宅地内の住民の避難誘導についても、必要

に応じて対策を講じることで、混乱や被害を抑制することができると考えら

れる。 

 

【地域危険度調査】 

・対象地域内では、総合危険度が１～３となっており、総合危険度４以上とな

る地域はない。 

・駅周辺で総合危険度の高い地域はないため、住宅の耐震化等を行い、適切な

避難誘導や退避場所の確保など、滞留者の安全確保に向けた取り組みを進め

ることが効果的と考えられる。 
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【橋りょう】 

・品川区 

品川区では、車道橋と人道橋（歩道橋含む）を合わせて、70橋の橋りょう

を管理している。区で管理する橋りょうは、落橋防止装置等の設置による耐

震化がおおむね完了している29。 

 

図表 42 品川区管理の橋りょう（目黒駅周辺地区）30 

橋名 
箇所 

種類 
路線名 位置 

亀甲橋 目黒川 
西五反田３丁目６ 

西五反田３丁目１１ 
人道橋、鋼橋 

市場橋 目黒川 
西五反田３丁目６ 

西五反田３丁目１１ 
道路橋、鋼橋 

ふれあいＫ字橋 目黒川 
西五反田１丁目１０ 

西五反田１丁目１３ 
人道橋、鋼橋 

山本橋 目黒川 
東五反田２丁目１４ 

大崎１丁目１ 
道路橋、鋼橋 

白金桟道橋 
山手線 

跨線橋 

上大崎２丁目９ 

上大崎２丁目１９ 
人道橋（跨線橋）、鋼橋 

本村橋 目黒川 
西五反田２丁目２０ 

西五反田２丁目２２ 
人道橋、ＰＣ橋 

西五反田歩道橋 東京急行目黒線 
西五反田４丁目２７ 

西五反田５丁目２５ 
人道橋（跨線橋）、鋼橋 

不動前歩道橋 東京急行目黒線 
西五反田４丁目２９ 

西五反田５丁目１３ 
横断歩道橋（跨線橋） 

 

図表 43 東京国道事務所品川出張所管理橋りょう（目黒駅周辺地区）31 

橋名 
箇所 

種類 
路線名 位置 

五反田大橋 国道1号 西五反田１丁目３ 橋 

袖ヶ崎橋 国道1号 東五反田１丁目２‐３３ 橋 
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図表 44 東京都第二建設事務所管理橋りょう（目黒駅周辺地区）32 

橋名 
箇所 

種類 
路線名 位置 

大崎橋 目黒川 西五反田１丁目 鋼橋 

上大崎新橋 ＪＲ東日本 上大崎２丁目 鋼橋 

上大崎橋 ＪＲ東日本 上大崎３丁目 鋼橋 

谷山橋 目黒川 
西五反田２丁目 

西五反田３丁目 
ＰＣ橋 

五反田歩道橋 山手通り 
東五反田２丁目１ 

東五反田１丁目２６ 
横断歩道橋 

 

・目黒区 

目黒区では、道路橋と人道橋を合わせて、38橋の橋りょうを管理している。 

 

図表 45 目黒区管理の橋りょう（目黒駅周辺地域）33 

橋名 
箇所 

種類 
路線名 位置 

田楽橋 目黒川 中目黒１丁目 道路橋、鋼橋 

なかめ公園橋 目黒川 中目黒２丁目 人道橋、鋼橋 

中里橋 目黒川 
中目黒２丁目、目黒２丁目 

中目黒２丁目、三田２丁目 
道路橋、鋼橋 

田道橋 目黒川 
目黒２丁目 

三田２丁目、目黒１丁目 
道路橋、鋼橋 

ふれあい橋 目黒川 
目黒２丁目 

下目黒１丁目 
人道橋、ＲＣ橋 

太鼓橋 目黒川 
下目黒２丁目 

下目黒１丁目 
道路橋、鋼橋 

三田橋 ＪＲ山手線 三田１丁目１１ 道路橋（跨線橋）、鋼橋

大丸跨線橋 ＪＲ山手線 三田1丁目４ 
人道橋（跨線橋） 

鋼橋、ＲＣ橋 
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【がけ地】 

「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」（昭和44年7月1日法律

第57号）では、傾斜度が30度以上ある土地を急傾斜地と定めている。このう

ち、高さが5ｍ以上、想定被害地域内に5戸以上の人家が存在するなど、一定

の要件を満たすものが急傾斜地崩壊危険箇所とされている。 

 

・目黒駅周辺地域の急傾斜地崩壊危険個所は、以下のとおりである。 

上大崎１・３丁目に数多く分布している。 

 

図表 47 急傾斜地崩壊危険箇所一覧34,35,36 

箇所番号 所在地 備考 

103B1-093 白金台３丁目１７  

109A1-004 上大崎３丁目１０ 希望ヶ丘公園付近 

109A1-005 東五反田５丁目‐２０  

109B1-001 上大崎３丁目１１ ＪＲ線路盛土 

109B1-002 西五反田３丁目３‐６  

109B1-005 上大崎２丁目２  

109B1-006 上大崎１丁目５  

109B1-007  上大崎１丁目３  

109B1-008 上大崎１丁目１９ 第三日野小学校グラウンド裏 

109B1-009 上大崎３丁目１０ 希望ヶ丘公園付近 

109B1-010 上大崎３丁目１２  

109B1-011 上大崎３丁目１４  

109B1-012 上大崎３丁目１４  

109B1-013 上大崎４丁目５  

109B1-014 上大崎４丁目６ 東急線路盛土 

109B1-036 上大崎３丁目１０  

110A1-007 下目黒  

110A1-012 下目黒３丁目５  

110B1-008 目黒１丁目３  
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 b. 交通施設 

【鉄道】 

目黒駅は、ＪＲ東日本山手線、東京急行電鉄目黒線（目黒線）、東京都交

通局三田線、東京メトロ南北線の４路線が乗り入れるターミナル駅である。

東急目黒線と三田線および南北線は相互直通運転を行っている。 

１日の平均乗車人員は１日約31万人（直通人員含む）であり、乗降客数は

約62万人規模となる。 

 

図表 49 区内の主要駅における1日あたり平均乗車人員（平成22年度）39 

ＪＲ東日本 京浜急行電鉄 

 ‐目黒駅 102,310人  ‐青物横丁駅 22,363人

‐五反田駅 129,154人 ‐立会川駅 8,705人

‐大崎駅 126,436人 東京モノレール 

‐大井町駅 94,715人  ‐天王洲アイル駅 14,337人

‐西大井駅 14,501人 ‐大井競馬場前駅 4,365人

東京急行電鉄 東京都交通局 

目黒線 ‐目黒駅 115,482人 浅草線 ‐中延駅 13,079人

‐武蔵小山駅 23,434人 ‐五反田駅 30,067人

池上線 ‐五反田駅 50,172人 三田線 ‐目黒駅 43,633人

‐旗の台駅 29,424人 東京臨海高速鉄道 

大井町線 ‐大井町駅 62,761人 りんかい線 

 

‐天王洲アイル駅 16,035人

‐旗の台駅 31,787人 ‐品川シーサイド駅 21,576人

東京メトロ ‐大井町駅 33,495人

南北線 ‐目黒駅 注:105,289人 ‐大崎駅 50,653人

 

注：東京メトロ南北線目黒駅の数字は乗降人員（2014 年度 1 日平均）である。また、

都営三田線目黒駅の乗車人員は 2014 年度 1 日平均の数字である。 
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図表 51 目黒駅周辺発着のバス路線 41 

のりば 系統 行先（主な経由地）・備考 バス会社

都営1 品93 
大井競馬場前（白金台駅前･品川駅前･都立産業技術高専品川キャン

パス前） 
都営バス

都営2 

黒77 千駄ケ谷駅前（天現寺橋･青山陸橋下･神宮前二丁目･明治公園前） 都営バス

橋86 新橋駅前（天現寺橋･麻布十番駅前･赤羽橋駅前･神谷町駅前･新橋駅前） 都営バス

橋86 東京タワー（天現寺橋･麻布十番駅前･赤羽橋駅前･神谷町駅前･御成門） 都営バス

東急0 東98 
等々力(等々力操車所)（目黒郵便局前･都立大学駅北口･産能大前） 

※清水止あり 
東急バス

東急1 黒09 
野沢龍雲寺循環（中目黒駅前･下馬営業所･野沢龍雲寺･世田谷観音） 

※下馬営業所止あり 
東急バス

東急2 黒06 

三軒茶屋（大鳥神社前･祐天寺裏･祐天寺駅･世田谷観音･三軒茶屋

駅） 

※目黒中央中学校止あり 

東急バス

東急3 黒01 
大岡山小学校前（大鳥神社前･目黒郵便局･碑文谷三丁目） 

※平日のみ深夜バスあり 
東急バス

東急3B 

黒01 清水（権之助坂･大鳥神社前･元競馬場前･目黒消防署）※夜のみ 東急バス

黒02 
等々力七丁目（大鳥神社前･清水･都立大学駅北口･八雲三丁目） 

※平日深夜のみ 
東急バス

東急4 黒02 
二子玉川駅･等々力七丁目（大鳥神社前･清水･都立大学駅北口･玉川

警察署･上野毛駅） 
東急バス

東急5 黒07 
弦巻営業所（大鳥神社前･清水･都立大学駅北口･八雲･日本体育大学

前･桜新町駅） 
東急バス

東急7 東98 
東京駅南口（白金台駅前･赤羽橋駅前･東京タワー･東京国際フォー

ラム前） 
東急バス
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 c. まとめ 

目黒駅周辺地域における道路や交通施設の特性は、以下のとおりである。 

 

【道路】 

⇒駅周辺は、広幅員の幹線道路が通っているが、交通量が多く、車・歩行

者ともに混雑がみられる。また、まとまった道路空間としての駅前広場

の面積は小さく、南北に走る鉄道が東西市街地の分断要素となっている。 

⇒広域避難場所である自然教育園の入口は1ヶ所のみとなっており、避難路

が限られる。 

⇒駅から少し離れた住宅地では幅員4ｍ未満の細道路や行き止まり道路も

多くみられる。また、駅南側の上大崎３・４丁目では線路沿いを中心に

急傾斜地崩壊危険箇所が多く見られるため、避難路の設定の際には注意

が必要と考えられる。 

 

【交通施設】 

⇒目黒駅は、ＪＲ山手線・東急目黒線・都営三田線・東京メトロ南北線が

乗り入れるターミナル駅であり、1日の乗降客数は約62万人と多くの人々

が利用することから、帰宅困難者等の推計の際には鉄道利用者について

も考慮することが必要と考えられる。 
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 b. 給水拠点 

給水拠点は、以下のとおりである。 

 

図表 54 給水拠点となる施設一覧44,45 

 施設名 住所 使用可能水量 

品川区 

区立戸越公園（応急給水槽） 豊町２丁目１‐３０ 1,500 m3

区立しおじ公園（応急給水槽） 八潮５丁目６ 1,500 m3

都立八潮高等学校（小規模応急給水槽） 東品川３丁目２７‐２２ 100 m3

目黒区 
都立林試の森公園（応急給水槽） 下目黒５丁目３７ 1,500 m3

八雲給水所 八雲１‐１ 16,600 m3

 

また、品川区の震災対策用井戸の設置状況は、以下のとおりである。 

 

図表 55 震災対策用井戸46 

設置場所 住所 日量 

西大井広場 西大井１丁目４‐１０ 約300m3

戸越公園 豊町２丁目１‐３０ 約170m3

荏原第一中学校 荏原１丁目２４‐３０ 約100m3

 

目黒区では、平成27年1月30日現在180本の震災時協力井戸が指定されている。 

また、区立小中学校全校に、避難所の生活用水を確保するため、手動式の井戸

が設置されている。 
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 d. 広域避難場所 

【広域避難場所】 

広域避難場所は、震災時に発生する延焼火災から身の安全を確保するために

一時的に避難する場所で、東京都震災対策条例に基づき、東京都が指定する。

広域避難場所はおおむね5年ごとに見直されており、およそ5ha以上の空地や耐

火建物群、河川敷、グラウンド、学校、公園や緑地などのオープンスペース、

また輻射熱の影響が少ない安全な所まで後退できる奥行きがある場所などを

要件に選定されている49。 

品川区は10ヶ所、目黒区は7ヶ所が指定されている。このうち、目黒駅周辺

地域の広域避難場所は、自然教育園・聖心女子学院一帯、恵比寿ガーデンプレ

イス、中目黒公園一帯、林試の森公園である。 

目黒駅から最寄りの自然教育園・聖心女子学院一帯広域避難場所は、駅から

東に約500ｍ、徒歩で約6～7分の距離にある。 
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図表 63 目黒駅周辺地域の広域避難所50 

 

  

避難場所名称 

（所在地） 

区域面積 

／ 

避難有効面積 

地区割り当て 避難計

画人口

一人当り

避難有効

面積 

最遠

距離 
区町丁 町丁数

自然教育園・聖

心女子学院一帯 

（港区白金、白

金台、品川区上

大崎） 

365,905㎡ 

／ 

182,103㎡ 

港区白金１～６丁目、白金台

１、３～５丁目 

品川区荏原１丁目の一部、上

大崎１～４丁目、西五反田３、

５、６丁目の各一部、東五反田

４丁目、１、３、丁目の各一部 

21 70,533

人

2.58 

㎡/人 

1.9km

恵比寿ガーデ

ンプレイス 

（目黒区三田 

渋谷区恵比

寿） 

109,145㎡ 
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49,551㎡ 

目黒区三田１丁目 

渋谷区恵比寿１～４丁目、恵比

寿南１丁目 
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６丁目の各一部、三田２丁目、

上目黒１～２丁目、中町１～２

丁目、中目黒１～５丁目、目黒

１～４丁目、祐天寺１～２丁目 

渋谷区猿楽町、恵比寿西１～２

丁目、恵比寿南２～３丁目、代
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４～５丁目の各一部、東中延１

丁目、平塚１～３丁目 
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一部、目黒本町１、３～６丁目 

32 85,120

人

0.89 

㎡/人 

1.8km
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・上大崎地区は、自然教育園・聖心女子学院一帯が広域避難場所として指定

されているが、入口は目黒通りに面する1ヶ所しかないため、避難者が集

中する恐れがある。 

・上大崎２丁目北側のエリアでは、自然教育園側は首都高速のトンネルで行

き来ができないため、実際には恵比寿ガーデンプレイスへの避難が予想さ

れる。 

・対象地域外南側の五反田地区は地区内残留地区に指定されているが、目黒

駅に近いエリアでは、目黒駅を利用する従業者や居住者が存在すると考え

られる。また、来訪者で広域避難場所や地区内残留地区の指定状況を知ら

ない人々などに対する適切な誘導が必要である。 

 

 e. 公園、広場等 

【防災機能を有する公園、広場】 

品川区では、震災時における地域の防災活動拠点として、平常時には防災

訓練の場、区民の憩いの場、子どもの遊び場となる38ヶ所（平成28年4月1日

現在）の防災活動広場の整備を行ってきた。 

これら防災活動広場に加え、公園等にも可能な限り防災設備を設けている。 

目黒駅周辺地域には、目黒区に立地するものも含め、貯水槽をもつ公園が 

2ヶ所立地している。防災活動広場は1ヶ所立地している。 

 

図表 66 目黒駅周辺地域の公園、広場（40t以上の貯水槽を設置）52,53 

広場名 所在地 面積 貯水槽 施設整備 

希望ヶ丘公園 上大崎３丁目１０‐２５ 635.41㎡ 40ｍ3 固定系無線屋外スピーカー

下二児童遊園 下目黒２丁目６‐１ 320㎡ 40ｍ3  

本三くじら広場 西五反田４丁目４－７ 182.34㎡ 40㎥  
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【その他公園】 

特に防災機能は整備されていないものの、発災直後に避難が可能と考えら

れる公園は、以下のとおりである。 

 

図表 67 その他公園54 

公園名 所在地 面積 備考 

上大崎公園 上大崎１丁目３‐１３ 377㎡
JR目黒駅の北東にある遊戯型の小公

園。 

上大崎児童遊園 上大崎３丁目３‐１５ 241㎡
園内は私道をはさんで東西に分かれ

ている。 

亀の甲緑地 上大崎４丁目５‐３７ 157㎡

目黒駅から東急目黒線沿いに続く急

坂の最下部、目黒川沿いにある小さ

な緑地。民間企業の開発に伴って区

に提供された。 

池田山公園 東五反田５丁目４－３５ 7,022㎡
高台部は遊戯・休憩ゾーン、低地部

は回遊ゾーンとなっている。 

ねむの木の庭 東五反田５丁目１９－５ 580㎡
皇后陛下のご実家、旧正田邸の跡地

に整備した公園。 

谷山公園 西五反田３丁目６－１５ 1,300㎡

民間企業の開発に伴って区に提供さ

れた公園と一体的に整備されてい

る。 

目黒東児童遊園 目黒１丁目９‐１５ 621㎡ 臨時集積所 

目黒川田道街かど公園 目黒１丁目２４‐１１ 149㎡ 街かど公園、臨時集積所 

田道広場公園 目黒１丁目２５‐８ 3,304㎡ 広場公園、応急仮設住宅 

目黒区民センター公園 目黒２丁目４‐３６ 10,000㎡ 地域公園 

下二南街かど公園 下目黒２丁目１４‐１５ 451㎡ 街かど公園、臨時集積所 

大鳥公園 下目黒２丁目２０‐１９ 829㎡ 児童公園、貯水槽5ｍ3、臨時集積所
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【その他広場】 

発災直後に滞留者の滞留が可能と考えられる駅前広場やデッキ等の広場空

間は、以下のとおりである。 

 

図表 68 その他広場55 

広場名 所在地 面積 備考 

目黒駅東口駅前広場 上大崎２丁目 約500㎡ 分離帯や植栽などを除いた面積を図測。

目黒駅前地区地区計画 

広場１～３号 

上大崎２丁目及び

３丁目地内 
約4,000㎡

目黒駅前地区第一種市街地再開発事業。

平成29年竣工予定。施設建築物内には備

蓄倉庫や非常用発電機等を整備。 

ふれあい橋 
目黒１‐２５先 

～目黒２‐４先 
731㎡ ふれあい広場 
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 f. 避難所等 

【避難所】 

家屋の倒壊や焼失等により生活が困難となった場合に一時的に避難生活を

送る場所である。 

品川区地域防災計画では、想定避難所生活者数119,932人に対し、区全体の

避難所の収容人員を120,000人と計画している57。 

目黒区地域防災計画では、想定避難所生活者数約61,000人に対し、収容人員

は46,000人であるため、避難所指定施設の拡充が課題とされている58。また、

目黒区では、住所による避難所の指定は行われておらず、被害状況に応じてど

の避難所を利用しても構わないことになっている59。対象地域の田道小学校お

よび下目黒小学校は目黒川沿いに立地しているため、水害が予想される場合に

は使用できないこととなっている60。 

なお、避難所は原則区民の利用を想定しており、滞在者や帰宅困難者の利

用は想定されていない。 

 

図表 70 目黒駅周辺の避難所61 

避難所名 所在地 構造 収容人員 主な補完避難所

第三日野小学校 
上大崎１丁目１９

‐１９ 
鉄筋 1,854人

日野学園 

田道小学校 
目黒１丁目１５‐

２８ 
－ － 

田道小学校内 

学童保育クラブ

下目黒小学校 目黒２丁目７‐９ － － 
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【医療施設】 

災害時における医療救護活動の拠点となる医療機関を災害拠点病院という。

品川区内および目黒区内の災害拠点病院は、以下のとおりである。 

 

図表 71 災害拠点病院（平成24年4月1日現在）62 

位置づけ 施設名 所在地 病床数 

災害拠点病院 昭和大学病院 旗の台１丁目５‐８ 853床 

災害拠点病院 ＮＴＴ東日本関東病院 東五反田５丁目９‐２２ 665床 

災害拠点病院 東京医療センター 目黒区東が丘２‐５‐１ 730床 

 

その他、目黒駅周辺地域に立地する医療機関で、東京都防災マップに記載

されているものは、以下のとおりである。 

 

図表 72 目黒駅周辺地域のその他医療機関63 

位置づけ 施設名 所在地 病床数 

－ 厚生中央病院 目黒区三田１丁目１１‐７ 320床 

－ 東京共済病院 目黒区中目黒２丁目３‐８ 370床 

－ 
東京大学医科学研究所 

附属病院 
港区白金台４丁目６‐１ 135床 

 

品川区では、各地域センター管轄区域内の避難所（区立小中学校）のうち、

1ヶ所を医療救護所として指定しており、目黒駅周辺地域の周辺では、第一日

野小学校が指定されている。 

目黒区では、発災直後から災害拠点病院等の敷地内や近隣地に設置、運営

するものとしており、目黒駅周辺地域の周辺では厚生中央病院、東京共済病

院が指定されている。 

 

 

図表 73 医療救護所一覧64,65 

管轄区域 施設名 所在地 

大崎第１地区 第一日野小学校 品川区西五反田６丁目５‐３２ 

目黒区 
厚生中央病院 目黒区三田１丁目１１‐７ 

東京共済病院 目黒区中目黒２丁目３‐８ 
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【津波避難施設】 

津波避難施設とは、気象庁から東京湾内湾に「津波警報」「大津波警報」

が発表された場合、その警報が解除されるまでの間、地域住民等が一時もし

くは緊急避難する建物のことである。 

目黒川は護岸整備により水面から地上までの高さが4ｍ以上あることから、

浸水被害は限定的であると予想されているが、一部浸水被害が想定される地

域には避難先を適切に誘導する必要がある66。 

なお、目黒駅周辺地域においては、海から距離があるため、津波避難施設

の立地は少ない。 

 

図表 75 津波避難施設（区有施設）一覧（平成27年3月現在）67 

施設名 所在地 条件 

日野学園 東五反田２丁目１１‐１  
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図表 78 品川区、目黒区、および港区内の都立一時滞在施設（平成26年12月現在）69 

施設名 住所 

東京都立産業技術高等専門学校 品川キャンパス 品川区東大井１丁目１０‐４０ 

城南職業能力開発センター 品川区東品川３丁目３１‐１６ 

大井ふ頭中央海浜公園（スポーツセンター） 品川区八潮４丁目１‐１９ 

品川区八潮４丁目２‐１ 

小山台高等学校 品川区小山３丁目３‐３２ 

大崎高等学校 品川区豊町２丁目１‐７ 

東京都写真美術館 目黒区三田１丁目１３‐３ 

駒場高等学校 目黒区大橋２丁目１８‐１ 

桜修館中等教育学校 目黒区八雲１丁目１‐２ 

ニューピア竹芝ノースタワー（ニューピアホール） 港区海岸１丁目１１‐１ 

ホテルアジュール竹芝 港区海岸１丁目１１‐２ 

産業貿易センター浜松町館 港区海岸１丁目７‐８ 

島しょ農林水産総合センター 港区海岸２丁目７‐１０４ 

東京港建設事務所 港区港南３丁目９‐５６ 

台場フロンティアビル 港区台場２丁目３‐２ 

三田高等学校 港区三田１丁目４‐４６ 

東京都立中央図書館 港区南麻布５丁目７‐１３ 

芝商業高等学校 港区海岸1丁目８‐２５ 

六本木高等学校 港区六本木６丁目１６‐３６ 
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図表 83 目黒駅周辺地域の災害時帰宅支援ステーション一覧73 

No. 施設名称 施設種類 駅からの距離 

1 ファミリーマート アトレ目黒店 コンビニエンスストア 70m

2 タリーズコーヒー アトレ目黒店 飲食店チェーン等 70m

3 吉野家 目黒駅前店 飲食店チェーン等 91m

4 和民 目黒東口駅前店 飲食店チェーン等 106m

5 ビッグエコー 目黒駅前店 飲食店チェーン等 106m

6 ビッグエコー 目黒東口駅前２号店 飲食店チェーン等 128m

7 ファミリーマート 目黒駅東口店 コンビニエンスストア 128m

8 カラオケルーム 歌広場目黒店 飲食店チェーン等 141m

9 ファミリーマート 目黒駅北店 コンビニエンスストア 158m

10 サークルＫ 目黒駅東口店 コンビニエンスストア 162m

11 カレーハウスＣｏＣｏ壱番屋 目黒駅西口店 飲食店チェーン等 164m

12 モスバーガー 目黒駅西口店 飲食店チェーン等 174m

13 セブン-イレブン 目黒駅東口店 コンビニエンスストア 210m

14 セブン-イレブン 下目黒１丁目店 コンビニエンスストア 227m

15 ローソン シティコート目黒店 コンビニエンスストア 229m

16 ファミリーマート アルコスクエア店 コンビニエンスストア 230m

17 ファミリーマート 目黒一丁目店 コンビニエンスストア 241m

18 ファミリーマート 上大崎三丁目店 コンビニエンスストア 283m

19 セブン-イレブン 目黒行人坂店 コンビニエンスストア 305m

20 ファミリーマート 目黒アルコタワー店 コンビニエンスストア 307m

21 ローソン 目黒一丁目店 コンビニエンスストア 311m

22 ローソン 下目黒一丁目店 コンビニエンスストア 323m

23 サークルＫ 上大崎二丁目店 コンビニエンスストア 393m

24 ファミリーマート 自然教育園前店 コンビニエンスストア 421m

25 セブン-イレブン 目黒柳通り店 コンビニエンスストア 477m

26 ファミリーマート 目黒三田通り店 コンビニエンスストア 501m

27 ファミリーマート 佐野久下目黒店 コンビニエンスストア 564m

28 ミニストップ 下目黒２丁目店 コンビニエンスストア 601m

29 ローソン 西五反田高齢者複合施設店 コンビニエンスストア 620m

30 サンクス 上大崎店 コンビニエンスストア 629m

31 サンクス 下目黒店 コンビニエンスストア 670m

32 コミュニティ・ストア かむろ坂下 すずき店 コンビニエンスストア 690m

33 モスバーガー 目黒大鳥神社前店 飲食店チェーン等 708m
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(前表つづき) 

No. 施設名称 施設種類 駅からの距離 

34 ローソン 目黒大鳥神社前店 コンビニエンスストア 719m

35 セブン-イレブン 西五反田店 コンビニエンスストア 746m

36 ロイヤルホスト 目黒店 飲食店チェーン等 758m

37 ローソンストア１００ 品川西五反田二丁目店 コンビニエンスストア 770m

38 ファミリーマート 白金台三丁目店 コンビニエンスストア 800m

39 東京日産自動車販売 新車のひろば目黒店 飲食店チェーン等 836m

40 セブン-イレブン 白金台プラチナ通り店 コンビニエンスストア 839m

41 ローソン 目黒二丁目店 コンビニエンスストア 874m

42 ファミリーマート 不動前店 コンビニエンスストア 880m

43 セブン-イレブン 不動前駅東店 コンビニエンスストア 882m

44 ローソン 西五反田二丁目店 コンビニエンスストア 895m

45 セブン-イレブン 西五反田２丁目店 コンビニエンスストア 936m

46 朝獲れ鮮魚 魚鮮水産 五反田西口店 飲食店チェーン等 951m

47 ファミリーマート 恵比寿ガーデンプレイス店 コンビニエンスストア 954m

48 ファミリーマート 東五反田五丁目店 コンビニエンスストア 969m

49 コミュニティ・ストア 茶屋坂上 あいはん店 コンビニエンスストア 987m
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 i. まとめ 

目黒駅周辺地域における防災関連設備・施設等の特性は、以下のとおりであ

る。 

 

【防災行政無線】 

⇒防災関連機関や生活関連機関に防災行政無線を設置している。 

 

【給水拠点】 

⇒給水拠点は5ヶ所、震災対策用井戸は3ヶ所設置されている。 

 

【災害時の交通規制、緊急輸送道路】 

⇒目黒駅周辺地域では、駅前の都道312号線（目黒通り）と港区寄りの首都高

速2号目黒線が特定緊急輸送道路に指定されている。都道312号線（目黒通

り）は、横断が制限されるため避難路設定にあたって注意が必要である。 

 

【広域避難場所】 

⇒目黒駅周辺地域では、駅から東に約500ｍ離れた自然教育園・聖心女子学

院一帯が広域避難場所に指定されているが、入口が1ヶ所のため適切な 

誘導が必要と考えられる。 

 

【公園、広場等】 

⇒目黒駅は駅前広場の空間が小さく、上大崎２丁目と下目黒１丁目には公

園が立地しない。一方で現在再開発事業が進行中の目黒駅前地区では大

規模な広場空間の整備が行われており、駅直近部での滞留者の適切な誘

導が必要と考えられる。 

 

【避難所等】 

⇒目黒駅周辺地域では、区域内に3ヶ所の避難所（小学校）が立地するが、

これらは区民のための避難所であるため、帰宅困難者を受け入れる一時

滞在施設としては、別途空間の確保が必要である。 

⇒目黒駅周辺地域は標高が高いため、津波の被害を直接受ける可能性は少

ないと考えられるが、津波が発生した場合、海側から避難してくる人々

の流入が考えられる。 
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【一時滞在施設】 

⇒最寄りの都立一時滞在施設は、駅から半径750m圏外に立地することから、

帰宅困難者の適切な誘導や、駅周辺での新たな滞在施設の確保が望まれ

る。 

⇒目黒駅周辺地域では、災害時に帰宅困難者の受け入れについて協定を結

んでいる施設（学校、福祉施設以外の民間施設）はあるが不足している

状況である。今後、協力施設の拡大が望まれる。 

 

【帰宅支援施設】 

⇒目黒駅周辺地域では、帰宅支援対象道路の指定はない。 

⇒災害時帰宅支援ステーションは、駅周辺および目黒通り沿いに複数立地

しており、避難に関する情報の提供場所として有効と考えられる。 
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② 協議会での地域特性の確認結果（平常時） 

目黒駅周辺帰宅困難者対策協議会において、構成員（鉄道事業者、企業、大型集

客施設、教育施設、防災関係機関）から出された平常時の地域特性は、以下のとお

りである。 

 

図表 84 地域特性の確認結果（平常時）74 

西側（目黒川方面） 東側（自然教育園方面） 

人・場所 

の特徴 

・駅周辺の商店街などの利用客は周

辺企業の従業員が多く、地元住民

は比較的少ない。 

・目黒通り上下車線の合流地点より

西側は、店舗と住宅が混在してお

り、周辺企業の従業員の通行は少

ない。 

・権之助坂商店街は飲食店が多く、

夕方以降は権之助坂周辺の人通り

が増える。 

・権之助坂を通る人が圧倒的に多い

が、行人坂は約3,000名程度が往

来したという調査も過去にあっ

た。現在は会社も増えてきている

ためさらに人通りが増えた。 

・目黒駅周辺の買い物客は地元の住民

が多い。 

・飲食店が少ないため夜間は人通りが

減少する。 

・北側に東京都庭園美術館があり土日

のイベント時には人が増える。 

・駅周辺より東側は住宅が多い。 

・目黒通り沿いの表通りは商店やビジ

ネスビルが並び、路地に入ると集合

住宅が多くなる。 

がけ地、 

狭あい 

・目黒（一）、下目黒（二）に狭あ

い道路（4ｍ未満幅員の道路）が多

い 

・上大崎（一、三、四）にがけ地（急

傾斜地崩壊危険箇所）が多い 

道
路
の
特
徴 

歩行者の 

多い道路 

・通勤通学の時間帯は、目黒通り沿

いにある日出学園や多摩大目黒な

どの学生が多く通る。 

・権之助坂方面、三田方面、ドレメ

通り方面の3方向に人の流れが分

かれる。 

・恵比寿駅方面や五反田駅方面へは坂

道であり、南北に人が行き来するこ

とは少ない。 

・出退勤の時間帯は駅前に企業の従業

員が多く通行する。 

交通量が 

多い道路 

・山手通りは夕方になると交通量が

増え、それに伴い目黒通りも渋滞

が起きる。 

・上大崎交差点付近は交通量が多く、

駐車車両が多い時は渋滞が起きる。

東西の 

往来 

・駅周辺で東西の往来ができる場所として、目黒通り以外は目黒駅北側にあ

る踏切と歩道橋の2ヶ所あるが道幅が狭い。また、駅南側は東西の往来がで

きない。 
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図表 
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題の把握 

特性の確認結結果（平常時

 

84 

時）のまとめめ81 

平常時 発災後地震
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（３） 災害時の課題 

基礎データおよび地域特性の確認結果（平常時）を踏まえた、駅周辺の災害時に

おける課題は、以下のとおりである。目黒駅周辺帰宅困難者対策協議会において、

時間経過に伴う課題を抽出し、6つに集約した。 

 

図表 86 災害時の課題81 

時間経過に伴う 

滞留者等の状況 

災害時の課題 

西側（目黒川方面） 東側（自然教育園方面） 
 

・目黒通り沿いと駅周辺中心に限定して人が集まるため、災害時に滞留する場所は

範囲が絞られる。 

・災害時の避難は東西の往来が制限されるため南北の方向に誘導することが考えら

れるが、滞在できるスペースに限界がある。そのため、要配慮者を優先的に案内

するなどの対応を決めておく必要がある。 

・駅周辺地域はほとんどの建物が耐火構造であるため、震発生直後にいったん人が

外に出たとしても多くの人が学校や職場に戻ることが考えられる。 

・ドレメ通り南側は急勾配となってい

るため、坂道を登り目黒駅周辺に集

まってくる人は少ないと想定され

る。 

・地理がわからない人が雅叙園など駅

南側まで移動することは少ないと

想定される。 

・山手通りの歩行者は、田道広場公園

付近より北側にいる場合、中目黒方

面に向かうと想定される。 

・花見の時期においては目黒川通り沿

いに人が増える。 

・都心から目黒通りを徒歩帰宅する人が流

入してくることが想定される。 

 ※東日本大震災では発災から数時間経過

した夕方以降に都心から帰宅する人が

増えていった。そのため、夜 10 時ご

ろまで駅にまったく近づけない状況が

続いた。 

・都心から目黒通り沿いに流入してくる人

は、一部渋谷方面に流れる可能性もあ

る。 

・震災時は駅にある集客施設のトイレに行

列ができた。 

 

  

【課題１】退避場所・ルートの確保 

【課題２】滞留者の発生防止 

【課題３】共助による滞留者支援 

【課題４】円滑な避難誘導 

【課題５】発生した滞留者の一時滞在 

【課題６】帰宅者支援 

災害時の課題（まとめ） 

 

数時間後～ 

一時滞在できる

場所を探す 

・ 

一部の人が帰宅

行動を始める 

発災直後 

～数時間 

安全な場所に 

退避する 
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３． 課題解決に向けた取組 

 

前章で抽出した課題を解決していくにあたっては、本計画の目標である「安全確

保」および「混乱防止」の2つの視点で整理する。また、駅周辺における再開発の状

況など地域の現状を踏まえながら、短期的、長期的な取り組みを整理し、段階的に推

進していく。 

「安全確保」の視点では、退避場所と退避ルートの確保が重要である。短期的に

は、現在あるオープンスペース等を活用し、継続的な訓練等により退避ルート上の危

険箇所の発見、改善を行うとともに、平時からの周知活動や災害時の誘導等により安

全な退避行動を促す取り組みを行う。長期的には、災害時の退避場所を確保し、滞留

者が安全に移動できるよう危険要因の排除や退避ルートの整備を行う。 

「混乱防止」の視点では、滞留者の発生抑制と発生した滞留者の一時滞在施設等

への受け入れが重要となる。短期的には、周辺事業者等に対し、従業員や利用者等を

可能な限り施設内に留め置くよう啓発を行うほか、協力が得られる一時滞在施設を増

やしていく。また、多くの滞留者が予想される駅周辺や目黒通り沿いで情報提供など

共助による滞留者支援を強化できる環境を整備していく。長期的には、駅周辺の再開

発事業等のまちづくりの取り組みにより、一時滞在施設として活用できる施設や備蓄

倉庫の整備を行う。 
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図表 88 課題と対策関係図 

  

安全確保 

混乱防止 

【（１）ハード対策】 

③退避ルートに関する取組 

【（２）ソフト対策】 

①一斉帰宅抑制の周知・徹底に関する取組 

【（２）ソフト対策】 

②災害時の活動拠点整備に関する取組 

【（１）ハード対策】 

④情報伝達ツール強化に関する取組 

【（２）ソフト対策】 

⑥訓練に関する取組 

【（２）ソフト対策】 

④情報提供に関する取組 

【（２）ソフト対策】 

③ア 滞留者の誘導 

【（２）ソフト対策】 

⑤要配慮者に関する取組 

【（１）ハード対策】 

①一時滞在施設および退避場所に関する取組

【（１）ハード対策】 

②備蓄倉庫に関する取組 

【（２）ソフト対策】 

③イ 帰宅困難者の徒歩帰宅支援 

退避場所・ルートの

確保 

滞留者の発生防止

共助による滞留者

支援 

円滑な避難誘導 

発生した滞留者の

一時滞在 

帰宅者支援 

目 標 課 題 対 策 

【（１）ハード対策】 

①一時滞在施設および退避場所に関する取組
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（１） ハード対策 

① 一時滞在施設および退避場所に関する取組 

目黒駅周辺地域では、帰宅困難者が約14,000人発生すると推計されているが、帰宅

困難者を受け入れる一時滞在施設や避難スペースが不足している状況であるため、拡

充を図る必要がある。 

ただし、公共施設だけで帰宅困難者を全て収容することには限界があるため、民間

施設の協力が重要となる。また、目黒駅前地区の再開発に合わせた一時滞在施設の確

保や公園等の活用を検討する。 

 

図表 89 一時滞在施設および退避場所に関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 一時滞在施設の拡充（民間施設） ○  ○ 

２ 一時滞在施設の拡充（公共施設）   ○ 

３ 
一時的に退避可能な場所の確保 

（既存オープンスペース等の活用） 
  ○ 

 

② 備蓄倉庫に関する取組 

約14,000人の帰宅困難者支援に必要な水や食料等の物資を備蓄するスペースの確

保が必要である。そのため、備蓄物資の保管場所として公共施設を利用するとともに、

民間施設に協力を求めていく。 

 

図表 90 備蓄倉庫に関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 備蓄倉庫の確保（民間施設） ○  ○ 

２ 備蓄倉庫の確保（公共施設）   ○ 

 

  

短期

中長期

中長期

中長期

中長期
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③ 退避ルートに関する取組 

広域避難場所である自然教育園や目黒区民センターなど駅から離れた場所への退

避が多くなることが予想される。目黒駅周辺は線路によって東西の土地が分断され、

数ヶ所の踏切や歩道橋、道路でのみ通行が可能なため、土地勘のない来訪者に対して

退避場所および退避ルートに関する情報、安全な行動を促す案内板等の設置を検討す

る必要がある。 

また、上大崎２丁目および３丁目などの再開発においては、一時滞在スペースや退

避ルートの確保についても検討する必要がある。 

 

図表 91 退避ルートに関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 退避場所への案内板等設置   ○ 

２ 再開発と連携した退避ルートの確保   ○ 

 

④ 情報伝達ツール強化に関する取組 

東日本大震災では、災害状況や交通機関の運行状況等の情報を求める人が駅前に滞

留し、駅に近づけない状況となったため、災害発生時においては、各種情報を正確か

つ迅速に伝達する情報伝達ツール（案内板等）の整備に関する取り組みが必要となる。

さらに、スマートフォン等の普及により多くの帰宅困難者がインターネットから情報

収集を行うことが想定されるため、公衆無線ＬＡＮ環境（Ｗｉ－Ｆｉ）を整備し通信

手段の充実を図ることは、非常に有効であると考えられる。 

また、区や協議会が連携して滞留者への支援を行うためには、指示の伝達や収集し

た各種情報の連絡体制が重要となり、情報連絡の手段を確保する必要がある。 

 

図表 92 情報伝達ツールに関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 災害時の滞留者向け情報伝達ツールの整備  ○ ○ 

２ 
協議会と区が連絡を取り合うための情報伝達ツール

の整備 
 ○ ○ 

３ 公衆無線ＬＡＮ環境（Ｗｉ－Ｆｉ）の整備   ○ 

 

短期

中長期

短期

中長期

中長期
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（２） ソフト対策 

① 一斉帰宅抑制の周知・徹底に関する取組 

駅周辺の混乱を防ぐためには、滞留者および帰宅困難者の発生を抑えるための取り

組みが重要である。東京都が行った「東日本大震災時の帰宅困難者対策の実態調査」

によると、会社や学校から帰宅した理由として最も多かったのは、「会社（学校）の

管理者から帰宅するように指示があったため」（約35％）であった。事業所等では、

一斉帰宅の抑制に関して従業員や生徒等に、周知・徹底を図る必要がある。 

東京都帰宅困難者対策条例で事業者は、従業員の施設内待機に必要な3日分の備蓄

の確保に努めることとしている。また共助の観点から、来社中の顧客や施設利用者な

どのために、10％程度の量を余分に備蓄することを推奨している。 

 

図表 93 一斉帰宅抑制の周知・徹底に関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 一斉帰宅抑制に関する周知  ○ ○ 

２ 事業所等における施設内待機ルールの徹底 ○   

３ 従業員や帰宅困難者向けの備蓄確保 ○ ○  

 

② 災害時の活動拠点整備に関する取組 

目黒駅周辺の滞留者・帰宅困難者への支援を強化していくためには、駅周辺の被害

状況等の情報収集活動や滞留者等への情報提供活動等を実施することを想定した活

動拠点の整備が必要不可欠である。特に多くの滞留者の発生が予想される駅周辺や都

心からの徒歩帰宅者の発生が予想される目黒通り沿い等を中心に活動拠点を検討し

ていく。 

 

図表 94 災害時の参集体制整備に関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 
災害時における活動場所の検討 

（駅周辺・目黒通り沿い等） 
 ○ ○ 

  

短期

中長期

短期

短期
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③ 誘導に関する取組 

ア 滞留者の誘導 

交通機関の運行停止等により、目黒駅周辺に多くの滞留者が発生した際、徒歩で

帰宅出来ない人を一時滞在施設等へ適切に誘導することができれば、駅における混

乱を緩和することが可能となる。 

滞留者を誘導するなどの支援活動を実施するにあたっては、滞留者支援ルールを

定期的に見直ししていく必要があり、オープンスペースなどを示した配布用マップ

等のツールを作成しておくことも重要である。 

 

図表 95 滞留者の誘導に関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 
災害時における滞留者支援ルールの見直し 

（役割分担、誘導方法など） 
 ○ ○ 

２ 
配布用滞留者支援マップ等の作成 

（一時的に滞留できるオープンスペースなど） 
 ○ ○ 

 

イ 帰宅困難者の徒歩帰宅支援 

災害時に交通機関の運行が停止し、徒歩で帰宅せざるを得ない人に対して、道

路等の被害情報や交通機関の運行状況、トイレや災害時帰宅支援ステーションの

場所などの情報提供や誘導等の支援を検討する。 

 

図表 96 帰宅困難者の徒歩帰宅支援に関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 
災害時における滞留者支援ルールの見直し 

（帰宅者への支援ルールなど） 
 ○ ○ 

２ 
徒歩帰宅支援マップ等の作成 

（トイレや休憩場所など） 
 ○ ○ 

  

短期

短期

中長期

中長期
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④ 情報提供に関する取組 

災害時は、情報の入手が困難になることが予想されるため、滞留者および帰宅困難

者への情報提供が重要となる。そのため、協議会と防災関係機関が連携し、円滑な情

報収集および整理を行い、地域の被害情報や一時滞在施設の開設状況などの情報を提

供できる体制を確立する。 

 

図表 97 情報提供に関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 
災害時における滞留者支援ルールの見直し 

（情報収集、情報提供など） 
 ○ ○ 

２ 情報収集および整理に必要な帳票類の作成  ○ ○ 

 

⑤ 要配慮者に関する取組 

障害者や高齢者、妊婦など、自ら避難行動をとることが困難な要配慮者への対応に

ついても滞留者支援ルールに盛り込むことが必要となる。 

また、近年では外国人旅行客が増加傾向にあるため、案内表示や支援マップ等は外

国語を記載するなどの配慮も必要である。 

 

図表 98 要配慮者に関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 
災害時における滞留者支援ルールの見直し 

（要配慮者への対応など） 
 ○ ○ 

２ 支援マップ等における外国語対応の検討  ○ ○ 

 

⑥ 訓練に関する取組 

災害時に情報収集および整理、正確な情報提供や円滑な誘導などが行えるよう訓練

を実施する必要がある。 

また、訓練で得られた成果の確認と効果の検証を行い、滞留者支援ルールや本計画

を改善、更新していくことが重要である。 

 

図表 99 訓練に関する取組内容（案） 

取組内容 自助 共助 公助 

１ 運営体制強化訓練の実施  ○ ○ 

２ 訓練での実効性確認  ○ ○ 

３ 訓練による人材育成  ○ ○ 

短期

短期

中長期

中長期

短期

短期

短期
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４． 参考資料 

（１） 関連する計画・条例 

帰宅困難者に対する防災対策は、主として東京都地域防災計画（平成26年修正）に定

めがあるほか、東京都震災対策条例（平成12年東京都条例第202号）、品川区防災対策

基本条例（平成26年4月1日）に基づくものがある。 

① 東京都地域防災計画 

ア 帰宅困難者対策の施策体系 

 a. 首都直下地震帰宅困難者等対策協議会 

都は、国と共に東日本大震災の教訓を踏まえ、首都圏自治体、鉄道、通信事業

者、民間団体等からなる協議会を、平成23年9月に設置し、平成24年9月に最終報

告およびガイドラインを取りまとめた。 

 

取りまとめられたガイドライン（平成24年9月10日）   

・「事業所における帰宅困難者対策ガイドライン」   

・「大規模な事業者や駅等における利用者保護ガイドライン」   

・「一時滞在施設の確保及び運営のガイドライン」   

・「帰宅困難者等への情報提供ガイドライン」   

・「駅前滞留者対策ガイドライン」 

 

 b. 東京都帰宅困難者対策実施計画の策定 

都は、平成24年11月に、帰宅困難者対策の事業方針や行政の支援策等を取りま

とめた「東京都帰宅困難者対策実施計画」を策定した。 

 

 c. 東京都帰宅困難者対策条例の施行 

都は、都民、事業者、行政等のそれぞれの役割に応じた帰宅困難者対策への取

り組みを明文化した東京都帰宅困難者対策条例を平成25年4月に施行した。 

 

 d. 一時滞在施設の確保 

都は、都立施設200ヶ所を一時滞在施設（約7万人分）として指定し、備蓄品の

配備を行うとともに、都と一時滞在施設間の情報連絡体制の整備等を行った。 

 

 e. 帰宅支援ステーションの整備 

混乱収拾後の帰宅支援のため、災害時帰宅支援ステーションを10,752ヶ所確保

した。（平成27年12月21日現在） 
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② 東京都震災対策条例 

ア 事業所防災計画の作成について 

東京都震災対策条例（平成12年東京都条例第202号）第10条において「事業者は、

その事業活動に関して震災を防止するため、都および区市町村が作成する地域防災

計画を基準として、事業所単位の防災計画（以下「事業所防災計画」という。）を

作成しなければならない。」と規定している。 

先述の東京都帰宅困難者対策条例の施行（平成25年4月）に合わせて、「東京都

震災対条例に基づく事業所防災計画に関する告示」（平成13年東京消防庁告示第2

号）の一部改正が行われた。 

 

■事業所防災計画とは 

事業所防災計画は、東京都震災対策条例第10条に基づき、地震の被害を軽減する

ため事業所単位で作成する防災計画で、都内の事業者は、「①震災に備えての事前

計画②震災時の活動計画③施設再開までの復旧計画」について定めることとされて

いる。 

「東京都震災対策条例に基づく事業所防災計画に関する告示」の一部改正にあた

り追加された項目は、以下のとおりである。 

 

１「震災に備えての事前計画」の項目 

①家族等との安否確認のための連絡手段の確保に関すること。 

②従業員、児童、生徒等及び他の在館者（従業員等）の一斉帰宅の抑制に関すること。 

２「震災時の活動計画」の項目 

①家族等との安否確認の実施に関すること。 

②従業員等の施設内における待機及び安全な帰宅のための活動に関すること。 

 

改正にあたり、東京消防庁は事業所防災計画の見直しの呼びかけや指導を行うこ

ととしている。 
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④ 目黒区災害対策基本条例 

目黒区は、防災対策全般に関して、区、区民および事業者等の責務を明らかにする

とともに、施策の基本方針を定めることにより、防災対策を総合的かつ計画的に推進

するため「目黒区災害対策基本条例」を平成21年3月13日に制定している。 

制定に向けた検討にあたっては、区民、事業者、関係団体等で構成する「防災めぐ

ろ区民フォーラム」を設置し、6回にわたる活発な議論が行われた。 

 

ア 条例の主な内容 

・災害対策は、被害の軽減を図る減災の視点を踏まえ、区民及び事業者が自らの身

は自らが守る「自助」、自分たちのまちを助け合って守る「共助」及び行政によ

る「公助」の考えの下、それぞれが役割を果たし、連携して行う。 

・災害に強い街づくりの推進、地域防災ネットワークの構築、災害時要援護者対策

の推進、防災リーダーの育成等、災害の発生に備えた事前の予防対策に取り組む。 

・帰宅困難者対策の推進、ボランティアへの支援等、災害発生時の応急対策に取り

組む。 

・業務継続計画の策定、防災関係機関等との連携による復興対策等に取り組む。 
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（２） 目黒駅周辺帰宅困難者対策協議会アンケート 

目黒駅周辺帰宅困難者対策協議会の構成員に対し、各事業所における帰宅困難者対

策に関するアンケート調査を実施した。 

 

① アンケート実施概要 

アンケート実施概要は、以下のとおりである。 

 

・配布日時 

平成27年9月30日「目黒駅周辺帰宅困難者対策協議会総会」にて配布 

・配布先 

目黒駅周辺帰宅困難者対策協議会構成員 24団体 

・回答団体数 

19団体／24団体 
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未満 

人未満 

人未満 

人未満 

0人未満 

上 

難者※とな

帰宅断念者

いても、1～

従業員の通

計 

を把握している 

る 

通勤経路の

 

答数 

＝19 

割合 

（％） 

19 100.0 

1 5.3 

7 36.8 

3 15.8 

2 10.5 

0 0.0 

2 10.5 

1 5.3 

2 10.5 

1 5.3 

る従業員数

者と遠距離徒

 

～50人未満

通勤経路や意

回答数

ｎ＝19

割

（％

19 10

8 4

8 4

1

2

のみを把握し

103 

数を教えてく

徒歩帰宅者

満の事業者が

意向（家族構

割合

％）

00.0 

42.1 

42.1 

5.3 

10.5 

している事業

ください。

のことをい

が最も多かっ

構成、家庭

業者は合わ

  

いいます。 

った。 

庭事情など）

わせて8割以

４．参

を把握して

上となった

考資料 

ていま

た。 
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９ 災害時

 

  

①実施してい

②実施する予

③実施してい

 

 

⇒防災教育

 

１０ 共助

※実際に受

 

  

①ある 

②ない 

 

⇒「ある」

 

 

料 

時一斉帰宅

いる 

予定 

いない 

育について、

助の観点か

受け入れる

と回答し

抑制に関す

計 

、約半数が

ら、外部の

かどうかは

計 

た事業者は

 

する防災教育

回答数

ｎ＝19

割

（％

19 10

10 5

8 4

1

が「実施して

の帰宅困難者

は問いません

回答数

ｎ＝19

割

（％

19 10

6 3

13 6

は 6 団体あっ

104 

育を、従業

割合

％）

00.0 

52.6 

42.1 

5.3 

ている」と回

者を受け入

ん。 

割合

％）

00.0 

31.6 

68.4 

った。 

員に対して

回答した。

れる一時滞

て実施してい

 

滞在スペース

いますか。

スはありま

 

ますか。 



１１ 災害

 

  

①決めている

②決める予定

③決めていな

 

「①決めて

構内放送、ホ

災害用非常電

従業員、生徒

非常放送設備

ウトし、手渡

ワンセグテレ

 

⇒6 割以上

 

害時に受け

る 

定 

ない 

ている」と

ホワイトボード

電話の設置によ

徒、園児には一

備が使用できれ

渡し。 

レビ、ラジオ等

上の事業者が

入れる滞在

計 

回答した場

ド提示 

より、外部への通

一斉メールを送

れば、非常放送設

等による情報収

が、情報提

 

在者等への情

回答数

ｎ＝19

割

（

19 10

4 2

12

3

場合の具体的

通信、また、従

付することも、

設備を。インタ

集 

供の方法・

105 

情報提供の

割合

％）

00.0 

21.1 

63.2 

15.8 

的な方法・

業員の電話一覧

、また、電話で

ターネット等の

手段を「決

方法・手段

手段につい

覧を作成してい

での手段もある

情報をプリン

決めていな

段を決めてい

いて 

いる。

。 

トア

い」と回答

４．参

いますか。

答した。 

考資料 
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１２ 地域

体制を

  

①築いている

③築いていな

 

 

 

 

 

１３ 品川

のもの

（複数回答

  

①防災行政無

②緊急速報エ

③品川区ツイ

④品川区ホー

⑤ケーブルテ

⑥その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①防災行政無

②緊急速報エ

③品川区ツイ

④品川区ホー

⑤ケーブルテ

料 

域を構成す

を築いていま

る 

ない 

川区では、大

のに○を付

答） 

無線 

エリアメール・緊

イッター 

ームページ 

テレビ品川区民

無線 

エリアメール・

イッター 

ームページ 

テレビ品川区民

る一員とし

ますか。 

計 

大規模な災

けてくださ

緊急速報メール

民チャンネル 

 

・緊急速報メー

民チャンネル 

して、地元町

回答数

ｎ＝19

割

（

19 10

8 4

11 5

災害が発生し

さい。（品川

回答数

ｎ＝19

7

ル 5

1

8

0

0

ール 

106 

町会・自治会

割合

％）

00.0 

42.1 

57.9 

した場合、以

川区の事業

「知っている

19団体中（

会や他事業

以下の手段

者様のみ回

」割合

％） 

63.6 

45.5 

9.1 

72.7 

0.0 

0.0 

所等との災

段で情報提供

回答） 

災害時の相互

供します。ご

互応援

ご存じ



１４ 目黒

のもの

（複数回答

  

①防災行政無

②緊急速報エ

③目黒区ツイ

④目黒区ホー

⑤広報車（生

⑥その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①防災行政

②緊急速報

③目黒区ツ

④目黒区ホ

⑤広報車

黒区では、大

のに○を付

答） 

無線 

エリアメール・緊

イッター 

ームページ 

生活安全パトロ

政無線 

報エリアメール

ツイッター 

ホームページ 

（生活安全パト

大規模な災

けてくださ

緊急速報メール

ロール車） 

 

ル・緊急速報メ

トロール車） 

災害が発生し

さい。（目黒

回答数 

4

ル 4

2

5

3

0

ール 

107 

した場合、以

黒区の事業

「知っている

7団体中（％

以下の手段

者様のみ回

る」割合

％） 

57.1 

57.1 

28.6 

71.4 

42.9 

0.0 

段で情報提供

回答） 

４．参

供します。ご

考資料 

ご存じ
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（３） 滞留

① 滞留

「首

の定義

首都

も速や

めにも

は奨励

職場や

と考え

 

図表 102 

 

料 

留者等の推

留者の定義 

首都直下地震

義および内訳

都直下地震が

やかに帰宅で

も、職場や学

励されていな

や学校などの

えられる。 

滞留者の内

推計に関す

震等による

訳について

が起きた際

できるとは

学校等に留

ない。そのた

の所属場所

内訳78 

 

る検討資料

東京の被害

は、以下の

には甚大な

限らない。

まることが

ため、駅周辺

所がないため

a. 

b. 

108 

料 

害想定」（平

のとおりであ

な被害が予想

また、発災

が求められて

辺の帰宅困難

めに、発災時

c.

平成24年4月

ある。 

想されるた

災後の混乱

ており、た

難者対策と

時に屋外で

d.

月18日公表）

め、自宅が

を避け、身

だちに帰宅

して特に必

滞留する人

e.

では、滞留

が近距離であ

身の安全を守

宅行動をとる

必要となるの

人への対応で

 

. 

留者等

あって

守るた

ること

のは、

である
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a.東京都内の滞留者総数 

・ある時間帯に震災が起きたときに都内にいる滞留者の総数。 

 

滞留者総数＝東京都市圏内からの流入者数（屋内滞留者数＋屋外滞留者数 

＋待機人口＋滞留場所不明人口）＋東京都市圏外からの流入者数 

 

b.屋内滞留者 

・自宅以外の所属場所（職場、学校など）で被災し、そのまま屋内に留まることがで

きる人である。 

 

c.屋外滞留者 

・東京都市圏内に居住地があっても所属場所（職場、学校など）以外の場所で被災し

て、身近に留まる場所を持たない人が屋外滞留者となる。この屋外滞留者と、東京

都市圏外からの流入者が、屋外で滞留する人となる。 

 

d.待機人口 

・自宅および自宅周辺で被災し、屋内に留まることができる（または容易な）人であ

る。 

 

e.滞留場所不明人口 

・発災の時間帯に何らかの目的をもって移動中であり、発災時の滞在場所が不明な人

である。 
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② 滞留

ア 

 a

る

 

■

数

 

東

＝

＝

＝

 

図表 103 

こ

万

 

 

 

料 

留者等の推計

既存調査に

a. 「首都直

東京都内の

る。 

■滞留者数の

平成20年の

数は、以下の

東京都市圏内

＝屋内滞留者

＝8,188,223

＝13,874,93

滞留者数の

これに、東京

万人とされて

計 

における推計

直下地震等に

の「滞留者数

の算出 

のＰＴ調査

のとおりで

内からの流入

者数＋屋外滞

3人＋1,180,

39人（約1,3

の目的別内訳

京都市圏外か

ている。 

 

計値につい

による東京

数」「帰宅

（平日14時

ある。 

入者数 

滞留者数＋

,467人＋3,

387万人）

訳79 

からの流入

110 

いて 

の被害想定

宅困難者数」

時台）より算

＋待機人口＋

874,290人

入者を加える

定」における

について、

算出した、東

＋滞留場所不

人＋631,959人

ると、東京都

る推計値 

、以下のと

東京都市圏

不明人口 

人 

都内の滞留者

とおり算出し

圏内からの流

者総数は約

してい

流入者

 

約1,433
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■帰宅困難者数の算出 

平成20年のＰＴ調査（平日14時台）より算出した、東京都内の帰宅困難者数は

以下のとおりである。 

 

帰宅困難者総数 

＝東京都市圏外からの流入者数＋東京都市圏内の徒歩帰宅困難者数 

＝451,820人＋4,714,306人 

＝5,166,126人（約517万人） 

 

○東京都市圏外からの流入者数 

 

東京都市圏外からの流入者数 

＝海外からの流入者数＋国内東京都市圏外からの流入者数 

 

・海外からの流入者数 

出入国管理統計（法務省、平成22年度）および国際航空旅客動態調査（国土交

通省航空局、平成21年度）に基づき、成田空港からの外国人入国者のうち、東京

都を訪問する割合を乗じて、東京都への訪問者数を算出した。また、出入国管理

統計により羽田空港を利用した外国人入国者数を把握し、これは全員が東京都を

訪問すると想定した。両者を合計して東京都への年間外国人入国者数を算出し、

ここから1日あたりの人数を算出した。 

 

・国内東京都市圏外からの流入者数 

旅客地域流動調査（国土交通省総合政策局、平成21年度）に基づき、東京都市

圏外の道府県（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城県以外の道府県）から

東京都への年間旅客輸送人員数（全機関）を把握し、1日あたりの人数を算出した。 
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○

で

難

 

東

＝

 

・

 

 

図表 104 

図表 105 

料 

○東京都市圏

東京都市圏

での距離帯別

難割合を乗じ

東京都市圏内

＝距離別の滞

×徒歩帰宅

東京都市圏

東京都市圏

＝ＰＴ調査

学校の人

徒歩帰宅困

帰宅困難者

圏内の徒歩帰

圏内からの流

別人口割合

じて徒歩帰宅

内の徒歩帰宅

滞留者数（東

宅困難割合 

圏内からの流

圏内からの

査で着目的

人（屋内滞

困難割合80 

者数の算出対

帰宅困難者

流入者数に

を乗じて距

宅困難者数

宅困難者数

東京都市圏

流入者数

の流入者数

的が私用、不

滞留者）＋滞

対象者（東京

112 

者数 

に、インター

距離帯別の滞

数を算出した

数 

圏内からの流

不明の人（

滞留目的不明

 

京都被害想

ーネットア

滞留者数を算

た。 

流入者数×

屋外滞留者

明人口 

定） 

ンケートで

算出し、こ

自宅までの

者）＋ＰＴ調

で把握した自

これに徒歩帰

の距離別人口

調査で着目

 

自宅ま

帰宅困

口割合） 

的が業務、
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 b. 「品川区地域防災計画」における推計値 

品川区内の「滞留者数」「帰宅困難者数」について、以下のとおり算出してい

る。 

 

滞留者数＝屋内滞留者数＋屋外滞留者数＋待機人口＋滞留場所不明人口 

＝332,885人＋28,458人＋100,604人＋18,554人 

＝480,501人 

 

帰宅困難者数＝流入者数（屋内滞留者数＋屋外滞留者数＋滞留場所不明人口） 

×自宅までの距離別人口割合×徒歩帰宅困難割合 

＝480,501人×自宅までの距離別人口割合×徒歩帰宅困難割合 

＝179,084人 

 

図表 106 滞留者数の目的別内訳81 

屋内滞留者数 屋外滞留者数 待機人口 
滞留場所

不明人口
総 計

学校 業務 計 私用 不明 計 自宅
移動 

無し 

移動 

開始前
計 

37,708 295,177 332,885 26,671 1,787 28,458 41,382 37,656 21,566 100,604 18,554 480,501

 

 c. 「目黒区地域防災計画」における推計値 

目黒区内の「滞留者数」「帰宅困難者数」について、以下のとおり算出してい

る。 

 

滞留者数＝屋内滞留者数＋屋外滞留者数＋待機人口＋滞留場所不明人口 

＝130,502人＋24,445人＋76,031人＋10,954人 

＝241,932人 

 

帰宅困難者数＝流入者数（屋内滞留者数＋屋外滞留者数＋滞留場所不明人口） 

×自宅までの距離別人口割合×徒歩帰宅困難割合 

＝241,932人×自宅までの距離別人口割合×徒歩帰宅困難割合 

＝78,206人 

 

図表 107 滞留者数の目的別内訳82 

屋内滞留者数 屋外滞留者数 待機人口 
滞留場所

不明人口
総 計

学校 業務 計 私用 不明 計 自宅
移動 

無し 

移動 

開始前
計 

35,698 94,804 130,502 23,613 832 24,445 29,062 28,735 18,234 76,031 10,954 241,932
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イ 本計画における滞留者、帰宅困難者推計の考え方 

 a. 東京都市圏外からの流入者 

東京都市圏外からの流入者については、「首都直下地震等による東京の被害想

定」では、東京都全体の人数しか提示されていないため、本計画に合わせて、以

下のとおり算出する。 

【東京都市圏外からの流入者について】（P24参照）において、「地域経済分

析システム（ＲＥＳＡＳ）」を用いて、東京都市圏外からの流入者数を品川区全

体で27,279人（平日ピーク時（12時台））、目黒区全体で9,334人（平日ピーク8

時台）、目黒駅周辺地域の流入者数を品川区分1,544人、目黒区分461人と推計し

た。この数字を各町丁目の昼間人口比率で按分したものを町丁目別の滞留者数と

する。 

これらの流入者は、徒歩帰宅が困難な東京都市圏外からの来訪者であることか

ら、滞留者および帰宅困難者の対象とする。 

 

 b. 東京都市圏内からの流入者 

東京都市圏内からの流入者については、「首都直下地震等による東京の被害想

定」における人数を元に整理を行う。 

 

図表 108 滞留者数の目的別内訳（再掲）と考え方 

 屋内滞留者数 屋外滞留者数 待機人口 滞留場

所不明

人口

総 計 
学校 業務 計 私用 不明 計 自宅

移動

無し

移動

開始前 
計 

品川区 37,708 295,177 332,885 26,671 1,787 28,458 41,382 37,656 21,566 100,604 18,554 480,501

目黒区 35,698 94,804 130,502 23,613 832 24,445 29,062 28,735 18,234 76,031 10,954 241,932

 

 

 

・屋内滞留者数 

【学校】 

屋内滞留者のうち、学校に滞在する者については、原則校内または校庭等に待

機するものとし、滞留者および帰宅困難者の対象としない。 

【業務】 

職場（業務中）に滞在する者については、職場が新耐震建築物（耐震補強等含

む）の場合は原則建物内または敷地内に待機するものとし、旧耐震建築物の場合

は建物の安全が確認できるまで一旦屋外へ避難するものとする。事務所建物の新

耐震建築物と旧耐震建築物の比率については、参照できる指標が無いため、建物

構造（P30参照）に掲載した【建物構造分布】【耐震化の状況】を参考に、新耐

震建築物（耐震補強等含む）：旧耐震建築物＝8：2と仮定し、滞留者のうち20％

を一時避難者とする。この一時避難者は、滞留者の対象とし、帰宅困難者の対象

とはしない。 

うち２割が一時屋外へ避

難、滞留者の対象とする。 

従業員数比率で町丁目分解 

昼間人口比率で町丁目分解

全員が滞留者および帰宅困

難者とする。 

昼間人口比率で町丁

目分解、全員が滞留

者および帰宅困難者

とする。 

夜間人口比率で町丁目

分解後、地域危険度に

応じて避難割合を乗

じ、滞留者数とする。 

原則 

校内待機 

（P15参照） 
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・屋外滞留者数 

屋外滞留者については、買い物客など、駅周辺に滞在場所が無い者であること

から、全員を滞留者および帰宅困難者の対象とする。 

 

・待機人口 

待機人口については、発災時自宅に滞在している者であることから、自宅建物

が倒壊または倒壊の危険がある場合に、屋外へ避難することが考えられる。避難

者数については、各町丁目の夜間人口比率を用いて待機人口の人数を各町丁目別

待機人口に按分し、【総合危険度】（P37参照）により設定した避難割合（危険

度1＝20％／危険度が1上がるごとに20％増加／危険度5＝100％）を乗じて算定し

た。 

これらの一時避難者は、滞留者および帰宅困難者の対象とする。 

 

・滞留場所不明人口 

滞留場所不明人口については、移動中や滞留場所が不明なため、全員を滞留者

および帰宅困難者の対象とする。 

 

 c. 鉄道利用者 

目黒駅は鉄道4線（ＪＲ山手線・東急目黒線・都営三田線・東京メトロ南北線）

が乗り入れるターミナル駅であることから、発災時に居合わせた鉄道利用者数に

ついても推計を行う。 

鉄道利用者は駅利用者（乗換え客、初乗り客、最終降車客）と乗車中客に分け

られる。初乗り客と最終降車客については、目黒駅周辺に学校や職場等があるも

のとして、帰宅困難者から除外する。 

以上より、鉄道利用者全員を滞留者の対象とし、うち乗換え客と乗車中客を帰

宅困難者の対象とする。 
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（ⅰ）駅利用者数（Ａ＋Ｃ） 

駅利用者数（人/5分） 

＝全利用者数（a-a×b/2）（人･日）×cピーク率（時/日）×d駅滞留時間（5分/時） 

a.「駅別発着・駅間通過人員表 」（鉄道定期券・鉄道普通券合計、各路線別）

の1日あたり乗車・降車人員数（下り・上り）（＝全改札通過数） 

b.乗換改札割合 

c.平日18時台のピーク率 9.5％86 

d.駅滞留時間 5分 

 

（ⅱ）乗車中客数（Ｂ） 

列車１便当たりの乗車人員（人/本） 

＝a通過人員数（人･日）×bピーク率（時/日）÷c列車本数（本/時） 

a.「駅別発着・駅間通過人員表 」（鉄道定期券・鉄道普通券合計、各路

線別）の1日あたり通過人員数（下り・上り） 

b.平日18時台のピーク率 9.5％86 

c.平日18時台の列車本数（下り・上り） 

 

（ⅲ）目黒駅が初乗り駅・最終降車駅となる人数（Ａ） 

初乗り・最終降車人員（人/5分） 

＝（ⅰ）駅利用者数（人/5分）×a初乗り・最終降車割合 

a.初乗り・最終降車割合87 
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（４） 退避者の行動シミュレーション 

① 退避行動シミュレーションの考え方 

ア 前提条件 

【滞留者／一次退避（発災後～数時間）】 

・滞留者については、発災後、一旦安全な屋外へ避難し、誰でも利用することのできる公

園や広場へ退避することとした。退避先が不足する場合、駅前広場等の公共空間、学校

のグラウンドや民地内の空地を退避先として設定する。 

・受入可能人数の算定にあたっては、遊具や植栽により人が立ち入ることのできない面積

を除く必要があるため、屋外退避場所の70％を有効面積と設定し、1人あたり1.0㎡ 88で

算出した。 

 

【帰宅困難者／二次退避（数時間～72時間）】 

・滞留者として一次退避を行った後、引き続き帰宅困難者となる者については、近くに退

避が可能な屋内退避施設がある場合は、そちらへ二次退避を行い、屋内退避施設が無い

場合は、そのまま屋外退避場所に留まり屋外にて退避を継続することとした。 

・受入可能人数の算定にあたっては、1人あたり 1.65 ㎡ 89で算出した。 
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脚注 
 
1 当図を作成するにあたっては、東京都都市整備局及び株式会社ミッドマップ東京の承認

を得て、東京都縮尺1：2500地形図（平成23年度版）を背景図として使用しています。（利

用許可番号：ＭＭＴ利許第23019号-57、27都市基交測第19号）また、データの複製を禁

じます。 
2 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第１部 第３編 被害想

定 P13 
3 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第１部 第３編 被害想

定 P14 
4 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第１部 第３編 被害想

定 P16 
5 目黒区地域防災計画（平成27年1月）第１部 第2章 目黒区の現状と被害想定 P14 
6 首都直下地震等による東京の被害想定（平成24年4月18日公表）P1-109図表 停電率区市

町村別一覧（冬・18時 風速8 m/sのケース）より抜粋 
7 首都直下地震等による東京の被害想定（平成24年4月18日公表）P1-124図表より 
8 東京ガス供給区域内の約46,000kmの低圧ガス導管は、140のブロックに分割されており、

被害が大きい地域だけを分離してガスの供給を停止することが出来る。 
9 首都直下地震等による東京の被害想定（平成24年4月18日公表）P1-126図表 低圧ガス供

給支障率 区市町村別一覧（ブロック内全域でＳＩ値が60kine超のケース）より抜粋 
10 首都直下地震等による東京の被害想定（平成24年4月18日公表）P1-128図表 上水道 区

市町村別断水率一覧より抜粋 
11 首都直下地震等による東京の被害想定（平成24年4月18日公表）P1-129図表 下水道 区

市町村別管きょ被害率一覧より抜粋 
12 目黒駅の住所表記上は、ＪＲ目黒駅は上大崎２丁目、東急目黒駅は上大崎４丁目、ＪＲ

東急目黒ビル（アトレ）は上大崎３丁目の所在となっているが、東急目黒駅および正面

口の出口はＪＲ東急目黒ビルと一体となっているため、上大崎４丁目には配分せず、上

大崎２丁目、上大崎３丁目へ配分するものとして整理した。 
13 統計局ホームページ／平成24年国勢調査推計値 
14 品川区、目黒区ホームページ／住民基本台帳（平成26年10月1日時点） 
15 統計局ホームページ／平成24年経済センサス活動調査 
16 平成27年4月21日より供用が開始された、ビックデータを活用した地域経済の視覚化シ

ステム。 
17 パーソントリップ調査（ＰＴ調査）における東京都市圏の範囲は東京都・神奈川県・埼

玉県・千葉県・茨城県南部 
18 地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）ホームページ：観光マップ

（https://resas.go.jp/tourism-stay/#/graph/13/13109/2014/2/1/5.33390073655343

7/41.42090017812787/142.29371418128918） 
19 東京都／東京都都市計画地理情報システムＧＩＳデータ、平成23年度土地利用現況より

作成 
20 市街地の「燃えにくさ」を表す指標。建築物の不燃化や道路、公園等の空地の状況から

算出し、不燃領域率が70％を超えると市街地の消失率はほぼ0となる。 
21 品川区まちづくりマスタープラン（平成25年2月）P48図（東京都「東京都の土地利用」

（平成3年）、（平成18年）より作成） 
22 建築面積に対する耐火造・準耐火造の建築面積の割合。 
23 目黒区の土地利用2007（平成19年12月）第2章 土地建物の概要 より 
24 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第２部 第３編安全な
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まちづくりの実現 P75 
25 目黒区耐震改修促進計画（平成25年3月）P9 
26 東京都ホームページ・地震に関する地域危険度測定調査（第7回）(平成25年9月公表)／

地域危険度一覧（品川区、目黒区、港区）より抜粋 
27 品川区防災地図（平成26年4月）、目黒区地域危険度マップ、東京都ホームページ・地

震に関する地域危険度測定調査（第7回）(平成25年9月公表)／地域危険度一覧（品川区、

目黒区、港区、渋谷区） 
28 品川区まちづくりマスタープラン（平成25年2月）P52（「東京の土地利用（平成18年（2006

年））」より作成）を元に作成。品川区以外の部分はGISを図測のうえ、対象地域内、

主要道路等のみ色付け。 
29 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第２部 第４編 安全な

交通ネットワークおよびライフライン等の確保 P111 
30 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 資料編 資料2区管理の

橋りょう（平成19年4月現在）より 
31 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 資料編 資料3東京国道

事務所品川出張所管理橋りょう（平成19年4月1日現在）より 
32 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 資料編 資料4東京都第

二建設事務所管理橋りょう（平成24年4月1日現在）より 
33 目黒区橋梁長寿命化修繕計画／目黒区が管理する橋梁位置図より 
34 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第２部 第３編 安全な

まちづくりの実現 P71 
35 目黒区地域防災計画（平成27年1月）第４部 第１章 水害予防計画 第１節 P251 
36 港区急傾斜地崩壊危険箇所一覧表 
37 東京都建設局ホームページ／土砂災害危険箇所マップ 
38 連続的な切土により周囲の土地より低い位置に鉄道や道路を通した部分をいう。 
39 品川区地域防災計画（平成25年2月）第１部 第２編 区の概況 P10（ただしＪＲ線に

ついては乗客数をベースとした推定値を使用）に、南北線目黒駅（東京メトロホームペ

ージ／各駅の乗降人員ランキング、2014年度）と三田線目黒駅（東京交通局ホームペー

ジ／各駅乗降人員一覧、2014年度）を追加 
40 「駅探」ホームページ、東急バスホームページを参考に作成 
41 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第２部 第８編 情報通

信の確保 P168 
42 目黒区地域防災計画（平成27年1月）第２部 第６章 情報連絡態勢 第３節 P131 
43 目黒区地域防災計画（平成27年1月）資料編 第１章 第２節 P54 目黒区無線系統図 
44 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第３部 第５編 物流・

備蓄・輸送対策の推進 P290 
45 目黒区地域防災計画（平成27年1月）第２部 第10章 物流備蓄対策の推進 第３-１節 

P202 
46 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第３部 第５編 物流・

備蓄・輸送対策の推進 P291 
47 警視庁ホームページ／大震災時の交通規制（大震災（震度6弱以上の地震が発生した場

合））より 
48 東京都／耐震ポータルサイト緊急輸送道路図より 
49「震災時火災における避難場所及び避難道路等のあらまし（区部）」（東京都 都市整備

局、平成25年度） 
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50 「震災時火災における避難場所及び避難道路等の指定」（東京都 都市整備局、平成25

年5月）P41 
51 「震災時火災における避難場所及び避難道路等の指定」（東京都 都市整備局、平成25

年5月）P43 
52 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第２部 第３編 安全な

まちづくりの実現P64 
53 目黒区地域防災計画（平成27年1月）資料編 第１章 第２節 P61 40トン以上防災貯

水槽設置状況一覧 
54 品川区ホームページ「統合型地図情報提供サービス」公園案内図、目黒区ホームページ

公園一覧、目黒区地域防災計画（平成27年1月）資料編 第１章 第２節 P31～42 避

難所等施設一覧 
55 各施設ホームページ、目黒区ホームページ公園一覧、都市計画図書等より。駅前広場の

面積の図測は「品川区総合型地図情報提供サービス」ホームページを参考。 
56 自然教育園・聖心女子学院一帯広域避難場所の面積については、東京庭園美術館前庭部

分の有効面積を概算し約10,000㎡と想定した。 
57 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第３部 第１０編 避

難者対策P374 
58 目黒区地域防災計画（平成27年1月）第２部 第９章 避難者対策 第１節 P184 
59 目黒区学校防災マニュアル（修正版）（平成25年6月）Ⅲ避難所対応より 
60 目黒区防災地図より 
61 品川区地域防災計画（平成25年2月）資料編 P122 資料52 避難所配置計画、目黒区地

域防災計画（平成27年1月）資料編 第１章 第２節 P31～42 避難所等施設一覧 
62 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第３部 第６編 医療救

護等対策P302 
63 東京都総務局ホームページ／東京都防災マップより 
64 品川区地域防災計画（平成24年度修正）※平成26年度一部修正 第２部 第６編 医療救

護等対策P151 
65 目黒区防災地図、目黒区地域防災計画（平成27年1月） 資料編 第１章 第２節 P31～

42 避難所等施設一覧 
66 目黒区地域防災計画（平成27年1月）第１部 第２章 P13表 震災時の目黒区における

災害予測と災害活動 
67 品川区ホームページ／津波避難施設について 
68 品川区ホームページ／津波避難施設について、品川区まちづくりマスタープラン（平成

25年2月）／地区別整備方針参照 
69 東京都防災ホームページ／都立一時滞在施設一覧 
70 東京都帰宅困難者対策実施計画（平成24年11月）P26 
71 東京都ホームページ／東京都防災マップより 
72 東京都総務局ホームページ／東京都防災マップより。駅からの距離1,000ｍ未満の施設

をプロット。 
73 東京都総務局ホームページ／東京都防災マップより 
74 平成28年度目黒駅周辺帰宅困難者対策協議会 第２回協議会 配付資料 資料１ 
75 防災管理対象物は、消防法施行令（昭和36年政令第36年。以下「政令」という。）第4

条の2の4に定める防火対象物である。具体的には、政令別表第一 1項から4項まで、5項
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イ、6項から12項まで、13項イ、15項から16の2項までおよび17項に掲げる防火対象物で、

次のいずれかに該当するものである。①11階以上で延面積が10,000㎡以上、②5階以上

10階以下で延面積が20,000㎡以上、③4階以下で延面積が50,000㎡以上、④1,000㎡以上

の地下街 
76 東京消防庁予防技術検討委員会（事業所における帰宅困難者対策検討部会）／事業所に

おける帰宅困難者対策に係る報告書（抜粋版）（平成24年2月）参照 
77 品川区災害対策基本条例ホームページ／【条例概要版リーフレット】４．責務と努め（左

頁） 
78 首都直下地震等による東京の被害想定（平成24年4月18日公表）第３部 被害想定手法 

P3-74 
79 首都直下地震等による東京の被害想定（平成24年4月18日公表）第１部 被害想定結果

P1-158 
80 首都直下地震等による東京の被害想定（平成24年4月18日公表）第３部 被害想定手法

P3-75 
81 中野区地域防災計画の第３９次修正について／市区町村別都内滞留者数の目的別内訳

（首都直下型地震等による東京の被害想定報告書）より抜粋、編集 
82 中野区地域防災計画の第３９次修正について／市区町村別都内滞留者数の目的別内訳

（首都直下型地震等による東京の被害想定報告書）より抜粋、編集 
83 品川区地域防災計画（平成25年2月）第１部 第２編区の概況P10 図表10区内の主要駅

における1日あたり乗車人員（平成22年度） 
84 国土交通省／平成22年大都市交通センサス首都圏報告書（平成24年3月）P116路線別駅

間断面交通量 
85 国土交通省／平成24年度大都市交通センサス分析調査報告書（平成25年3月）P420 第VII

章１鉄道利用者による駅滞留者数および鉄道乗車中人数の推計方法 図Ⅶ-１-１に追記 
86 国土交通省／平成22年大都市交通センサス首都圏報告書（平成24年3月）P169 図Ⅲ-68 

乗車時刻、降車時刻分布（その３（全目的））より、18時台乗車ピーク率9.6％・降車

ピーク率9.3％から、9.5％と設定 
87 国土交通省／第11回大都市交通センサス平成23年度調査（集計）結果報告 報告書資料

編（集計表）「4 ターミナル別乗換人員表」（鉄道定期券利用者（通勤・通学目的）に

おける、全利用客数と初乗り・最終降車客数から、初乗り・最終降車客の割合を算出 
88 東京都広域避難場所設置基準（1.0㎡/人） 
89 品川区避難所設置基準（3.3㎡/2人） 


